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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２６年１０月２４日（平成２６年（行情）諮問第５８３号） 

答申日：平成２８年５月３０日（平成２８年度（行情）答申第８８号） 

事件名：「北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案への対応に

係る教訓」の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

 「「北朝鮮ミサイル発射事案」の教訓業務に関して「行政文書ファイ

ル等」（平成２３年防衛省訓令第１５号「防衛省行政文書管理規則」）

に綴られた文書の全て。＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も

含む。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙１

に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，その一部を

不開示とした決定については，本件対象文書を特定したことは妥当であ

るが，別紙３に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２６年６月３０日付け防官文第９

５０３号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求

める。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人の主張する異議申立ての理由は，異議申立書の記載による

と，以下のとおりである。 

（１）一部に対する不開示決定の取消し 

    記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

（２）本件対象文書の本来の電磁的記録についても特定を求める。 

情報公開手続についての国の統一的指針である「情報公開事務処理

の手引」２２頁は，「行政文書を文書又は図画と電磁的記録の両方の形

態で保有している場合には，文書又は図画について，スキャナで読み取

ってできた電磁的記録を交付する方法と既に保有している電磁的記録を

そのまま交付する方法とがあることから，開示請求の手続の中で開示請

求者にその旨教示し，対象となる行政文書をあらかじめ請求者に特定し

て頂いておくことが必要である」と定めている。 
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そこで本件開示決定でも，本来の電磁的記録形式での特定を求める

ものである。    

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は「「北朝鮮ミサイル発射事案」の教訓業務に関して「行

政文書ファイル等」（平成２３年防衛省訓令第１５号「防衛省行政文書管

理規則」）に綴られた文書の全て。＊電磁的記録が存在する場合，その履

歴情報も含む。」の開示を求めるものであり，これに該当する行政文書と

して別紙１に掲げる文書（本件対象文書）を特定した。 

本件開示請求については，法１１条に規定する開示決定等の期限の特例

を適用し，まず，平成２６年４月２３日付け防官文第５８３３号により，

それぞれのかがみについて，法９条１項に基づく開示決定処分を行った

後，同年６月３０日付け防官文第９５０３号により，残りの部分（本件対

象文書）につき，法５条３号に該当する部分を不開示とする一部開示決定

処分（原処分）を行った。本件異議申立ては，原処分に対してされたもの

である。 

２ 法５条該当性について 

本件対象文書において不開示とした部分及び不開示とした理由は別紙２

のとおりである。 

３ 本件対象文書の電磁的記録について 

本件対象文書は，平成２４年４月及び１２月に発生した北朝鮮による

「人工衛星」と称するミサイルの発射事案への対応について，航空自衛隊

の防衛力整備及び態勢に資する教訓を整理したものであり，本件対象文書

を管理している航空幕僚監部では，いずれの文書も従来より紙で管理して

おり，電磁的記録は保有していない。 

また，原処分に当たって確実を期すために航空幕僚監部において実施し

た，書棚，書庫及びパソコン内のファイル等の探索においても，電磁的記

録を保有していないことを確認しており，さらに，本件異議申立てを受け

て実施した，再度の探索においても電磁的記録は確認されなかった。 

４ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分に

ついては開示すべきである。」として，一部に対する不開示決定処分の

取消しを求めるが，本件対象文書の法５条該当性について十分に精査し

た結果，その一部が別紙２のとおり法５条３号に該当することから，当

該部分を不開示としたものであり，その他の部分については開示してい

る。 

（２）異議申立人は，「情報公開手続についての国の統一的指針である

「情報公開事務処理の手引」２２頁は，「行政文書を文書又は図画と電
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磁的記録の両方の形態で保有している場合には，文書又は図画につい

て，スキャナで読み取ってできた電磁的記録を交付する方法と既に保有

している電磁的記録をそのまま交付する方法とがあることから，開示請

求の手続の中で開示請求者にその旨教示し，対象となる行政文書をあら

かじめ請求者に特定して頂いておくことが必要である」 と定めてい

る。」として，本件対象文書の本来の電磁的記録についても特定を求め

るが，上記３のとおり本件対象文書については電磁的記録を保有してい

ない。 

（３）以上のことから，異議申立人の主張には理由がなく，原処分を維持

することが適当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①平成２６年１０月２４日 諮問の受理 

②同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③同年１１月１３日   審議 

④平成２８年５月１２日  本件対象文書の見分及び審議 

⑤同月１８日       本件対象文書の見分及び審議 

⑥同月２６日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，航空幕僚監部が紙媒体で管理しているとする別紙１に

掲げる文書であり，処分庁はその一部を法５条３号に該当するとして不開

示とする原処分を行った。 

これに対し，異議申立人は，本件対象文書の電磁的記録の特定及び不開

示部分の開示を求めているところ，諮問庁は，原処分を維持することが適

当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，本件対

象文書の特定の妥当性（電磁的記録の保有の有無）及び不開示情報該当性

について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，次のとおりであった。 

ア 本件対象文書である２文書は，いずれも紙媒体の文書であり，国の

安全に係る秘匿性の高い内容が記載されていることから，関係職員

以外に知らせてはならないものとして，秘密保全に関する訓令（平

成１９年防衛省訓令第３６号。以下「訓令」という。）１６条１項

に基づき，秘に指定されており，秘の登録番号及び文書番号を登録

した上で厳重に管理されている。 

イ 本件対象文書の原稿である電磁的記録は，航空幕僚監部の担当者が
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パソコンを使用して作成したものである。この電磁的記録は，本件

対象文書が秘に指定される文書であったため，秘の取扱いを受けた

パソコンを使用して作成され，暗号による秘匿措置を講じるなどし

て厳重に管理されていたものであり，秘の指定は秘密の保全に必要

な最小限度にとどめなければならないとされていること（訓令１６

条３項）や，情報流出の防止等，情報保全の観点から，本件対象文

書が完成して秘に指定された後，速やかに廃棄されている。 

ウ 原処分に当たり，確実を期すため，航空幕僚監部において書棚，書

庫及びパソコン内のファイル等の探索を行ったが，本件対象文書の

電磁的記録は確認できなかった。 

エ 本件異議申立てを受け，再度上記ウの探索を行ったが，電磁的記録

の保有は確認されなかった。 

（２）諮問庁から訓令及び本件対象文書の提示を受けて当審査会において確

認したところ，訓令の内容は諮問庁の上記（１）ア及びイの説明のとお

りであり，本件対象文書については，スタンプで押された部分や手書き

の部分があることから，紙媒体の文書であると認められる。 

また，本件対象文書の原稿である電磁的記録については，情報保全の

観点等から，本件対象文書が完成して秘に指定された後，速やかに廃棄

している旨の諮問庁の上記（１）イの説明も不自然，不合理であるとは

いえない。 

さらに，上記（１）ウ及びエの探索についても，その範囲，方法等が

不十分であるとはいえない。 

（３）したがって，防衛省において，本件対象文書の外に本件請求文書に該

当する文書（電磁的記録）を保有しているとは認められない。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象文書の不開示部分には，北朝鮮による「人工衛星」と称する

ミサイル発射事案への対応に係る航空自衛隊の運用，通信システム，教

育訓練及び米軍との協力等に関する情報が具体的に記載されていること

が認められる。 

（２）当該不開示部分のうち別紙３に掲げる部分を除く部分は，これを公に

すると，航空自衛隊の運用要領，能力，練度及び日米共同の対応要領等

が推察され，我が国に敵意を有する相手方において，その弱点を突いた

行動を採ることが容易になるなど，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障

を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれ及び米国との信頼関係

が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とすることが

妥当である。 

（３）他方，別紙３に掲げる部分は，他の開示部分から容易に推測ができる
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記載であり，かつ，一般的な記載にとどまることから，これを公にして

も，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼすなど，我が国

の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当

の理由があるとは認められないので，法５条３号に該当せず，開示すべ

きである。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特

定し，その一部を法５条３号に該当するとして不開示とした決定につい

ては，防衛省において，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定

すべき文書を保有しているとは認められないので，本件対象文書を特定

したことは妥当であり，別紙３に掲げる部分を除く部分は，同号に該当

すると認められるので，不開示としたことは妥当であるが，別紙３に掲

げる部分は同号に該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙１（本件対象文書） 

 

文書１ 北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案（４月）への

対応に係る教訓 防伺第２１号（２５．５．２）別冊（かがみを除

く。） 

文書２ 北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案（平成２４年

１２月）への対応に係る教訓 防伺第３６号（２５．８．２０）別冊

（かがみを除く。） 
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別紙２（原処分において不開示とした部分及び理由） 

 

文書１ 北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案（４月）へ

の対応に係る教訓 防伺第２１号（２５．５．２）別冊（かがみを除

く。） 

不開示とした部分 不開示とした理由 

本文 

 

４ページの「（１）教

訓事項」の一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，こ

れを公にすることにより，航空自衛隊の

運用要領及び能力が推察され，自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を生じさせ，

ひいては我が国の安全が害されるおそれ

があることから，法５条３号に該当する

ため不開示とした。 

別紙第１ 番号１，番号２，番号

４から番号６まで，番

号８及び番号９の項の

それぞれ一部 

 

航空自衛隊の通信システムに係る情報で

あり，これを公にすることにより，航空

自衛隊の指揮統制要領及び手法が推察さ

れ，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障

を生じさせ，ひいては我が国の安全が害

されるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

番号３及び番号１１の

項のそれぞれ一部 

航空自衛隊の教育訓練に係る情報であ

り，これを公にすることにより，航空自

衛隊の能力及び練度が推察され，自衛隊

の任務の効果的な遂行に支障を生じさ

せ，ひいては我が国の安全が害されるお

それがあることから，法５条３号に該当

するため不開示とした。 

番号７，番号１０，番

号１２から番号１５ま

で及び番号１７の項の

それぞれ一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，こ

れを公にすることにより，航空自衛隊の

運用要領及び能力が推察され，自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を生じさせ，

ひいては我が国の安全が害されるおそれ

があることから，法５条３号に該当する

ため不開示とした。 

別紙第２ 番号１の項の一部 航空自衛隊と米軍の運用に関する情報で

あり，これを公にすることにより，航空

自衛隊及び米軍の運用要領が推察され，
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自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害され

るおそれがあるとともに，我が国と米国

との信頼関係が損なわれるおそれがある

ことから，法５条３号に該当するため不

開示とした。 

番 号 ２ か ら 番 号 ８ ま

で，番号１０，番号１

１及び番号１３から番

号１５までの項のそれ

ぞれ一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，こ

れを公にすることにより，航空自衛隊の

運用要領及び能力が推察され，自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を生じさせ，

ひいては我が国の安全が害されるおそれ

があることから，法５条３号に該当する

ため不開示とした。 

別紙第３ 番号１の項の一部 航空自衛隊と米軍の運用に関する情報で

あり，これを公にすることにより，航空

自衛隊及び米軍の運用要領が推察され，

自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害され

るおそれがあるとともに，我が国と米国

との信頼関係が損なわれるおそれがある

ことから，法５条３号に該当するため不

開示とした。 

番号２，番号８から番

号 １ １ ま で ， 番 号 １

３，番号１５，番号１

６，番号１８，番号２

１から番号２５まで，

番号３３，番号３５及

び番号３６の項のそれ

ぞれ一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，こ

れを公にすることにより，航空自衛隊の

運用要領及び能力が推察され，自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を生じさせ，

ひいては我が国の安全が害されるおそれ

があることから，法５条３号に該当する

ため不開示とした。 

番号４の項の一部 

 

航空自衛隊の情報業務に係る情報であ

り，これを公にすることにより，航空自

衛隊の情報業務に関する体制が推察さ

れ，今後の情報収集業務の効果的な遂行

に支障を生じさせ，ひいては我が国の安

全を害するおそれがあることから，法５

条３号に該当するため不開示とした。 
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番号５から番号７まで

及び番号１９の項のそ

れぞれ一部 

航空自衛隊の通信システムに係る情報で

あり，これを公にすることにより，航空

自衛隊の指揮統制要領及び手法が推察さ

れ，自衛隊の任務の効果的な遂行に支障

を生じさせ，ひいては我が国の安全が害

されるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

番号３０から番号３２

までの項のそれぞれ一

部 

航空自衛隊の教育訓練に係る情報であ

り，これを公にすることにより，航空自

衛隊の能力及び練度が推察され，自衛隊

の任務の効果的な遂行に支障を生じさ

せ，ひいては我が国の安全が害されるお

それがあることから，法５条３号に該当

するため不開示とした。 

 

 

文書２ 北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案（平成２４年

１２月）への対応に係る教訓 防伺第３６号（２５．８．２０）別冊

（かがみを除く。） 

不開示とした部分 不開示とした理由 

本文 ３ページの「（１）教

訓事項」のア，エ，カ

及びキの全て並びにウ

の一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，

これを公にすることにより，航空自衛

隊の運用要領及び能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

３ページの「（１）教

訓事項」のイの全て 

航空自衛隊の防衛力の整備に係る情報

であり，これを公にすることにより，

航空自衛隊の防衛体制及び防衛力の現

状等が推察され，自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を生じさせ，ひいては

我が国の安全を害するおそれがあるこ

とから，法５条３号に該当するため不

開示とした。 

３ページの「（１）教

訓事項」のコの全て及

航空自衛隊の教育訓練に係る情報であ

り，これを公にすることにより，航空
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びクの一部 自衛隊の能力及び練度が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

別紙第１ 番号１，番号３から番

号５まで，番号７，番

号８，番号１０及び番

号１６の項のそれぞれ

一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，

これを公にすることにより，航空自衛

隊の運用要領及び能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

番号２の項の一部 航空自衛隊の防衛力の整備に係る情報

であり，これを公にすることにより，

航空自衛隊の防衛体制及び防衛力の現

状等が推察され，自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を生じさせ，ひいては

我が国の安全を害するおそれがあるこ

とから，法５条３号に該当するため不

開示とした。 

番号９及び番号１１の

項のそれぞれ一部 

航空自衛隊の教育訓練に係る情報であ

り，これを公にすることにより，航空

自衛隊の能力及び練度が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

別紙第２ 番 号 １ か ら 番 号 ３ ま

で，番号５，番号６，

番号８，番号１０及び

番号１３の項のそれぞ

れ一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，

これを公にすることにより，航空自衛

隊の運用要領及び能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

番号４の項の一部 航空自衛隊の教育訓練に係る情報であ

り，これを公にすることにより，航空

自衛隊の能力及び練度が推察され，自
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衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

参考事項

の表 

番号１，番号３から番

号７まで，番号１０，

番号１１，番号１３，

番号１５，番号１６，

番号１８，番号１９，

番号２２から番号２４

まで及び番号２６から

番号２９までの項のそ

れぞれ一部 

航空自衛隊の運用に係る情報であり，

これを公にすることにより，航空自衛

隊の運用要領及び能力が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては我が国の安全が害さ

れるおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 
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別紙３（開示すべき部分） 

 

文書２ 北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射事案（平成２４年

１２月）への対応に係る教訓 防伺第３６号（２５．８．２０）別冊

（かがみを除く。） 

番号 開示すべき部分 

１ 参考事項 

の表 

番号１６の「経緯」欄の１行目及び３行目の４文字目ない

し５行目の７文字目 

２ 参考事項 

の表 

番号１８の「経緯」欄の１行目 

  

 

 




